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１．はじめに 

バスやトラックなどの重量車における環境負荷低

減とカーボンニュートラル化に向けて、国土交通省は

「産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事

業」（以下、その前身の事業も含めて「次世代事業」と

いう。）を実施しており、交通安全環境研究所は、その

中核的研究機関として本事業を推進している。次世代

事業は、大気環境問題が深刻であった 2002年度に開

始され、その後のエネルギー問題や電動化の動きな

ど、その時々の課題に対応しながら事業を継続してい

る。現在は第 5期として 2019年度より開始し、2023

年度までの 5ヶ年計画で事業を行っている。この第 5

期事業がそれまでと異なる大きな点は、産学官連携を

促進して多くの大学とともに事業を実施しているこ

とである。実施体制として、有識者による検討会及び

その下のワーキンググループ（WG）において方針の

策定や進捗管理を行い、産及び学で構成される各研究

グループがそれぞれの研究テーマを推進している。概

要については、2020年及び 2021年の交通研フォーラ

ムにて報告している 1)、2)。 

次世代事業において、カーボンニュートラル化のさ

らなる推進が課題であった。電動化は 1つのアプロー

チではあるが、重量車、特に長距離輸送用途に多く用

いられる大型トラックにおける電動化は、現在の蓄電

池の能力などを踏まえると容易ではない。2021 年 6

月に閣議決定されたグリーン成長戦略 3)においては

「8t 超の大型の車については、貨物・旅客事業等の商

用用途に適する電動車の開発・利用促進に向けた技術

実証を進めつつ、2020 年代に 5,000 台の先行導入を

目指す」（ここでいう電動車は、電気自動車（EV）、燃

料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動

車及びハイブリッド自動車を指す。次も同じ。）とあ

る。一方で軽・中量車については「2035年までに、乗

用車新車販売で電動車 100％を実現できるよう、包括

的な措置を講じる」とされており、大型トラック等と

は様相が大きく異なる。そのような中、大型車のカー

ボンニュートラル化に向けた動きに対応するものと

して、本次世代事業では、新たに走行中ワイヤレス給

電システム、重量水素 FCV の燃費評価、e-fuel 使用

時の排出ガス性能・車両影響などに関する検討を追加

した 4)。 

そこで本報告では、第 5期次世代事業において、実

施中の一部テーマに関する成果の中間報告と、今年度

より新たに開始する走行中ワイヤレス給電、重量

FCV、e-fuel に関する 3 テーマの概要について述べ

る。 

 

２．既存テーマの成果について 

すでに実施している調査研究テーマに関して、後処

理装置関連と内燃機関関連の中から、既報で取り上げ

たものと異なる各 1テーマずつについて、これまでに

得られている成果について紹介する。 

 

２．１．SCR触媒システムの高機能化 

大型トラック等における窒素酸化物（NOx）排出抑

止のための浄化後処理装置として、現在はほぼすべて

の車両で尿素水を使用する還元触媒（尿素 SCR）シス

テムが用いられている。その SCR 触媒システムに関

して「過渡反応・吸着・拡散・固体尿素の挙動解析に

基づく SCR 触媒システムの高機能化」と題する研究

を北海道大学にて実施している。本研究ではミクロの

視点から触媒を構成するゼオライトの粉末上の浄化

反応について、中間生成物を含めて赤外分光等による

測定を行い、並行してゼオライト細孔内のNO等分子

の吸着や拡散について分析している。加えて、よりマ

クロな視点での触媒反応モデルを構築してNOx浄化

現象を明らかにすることを行っている。そのモデルの

構築には、表 1に示すR1～R7の反応式を用いた。 

また表 1 に示す反応式における各種定数の同定と

モデルの検証には、触媒テストピースを反応管の中に
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設置してモデルガスを流して触媒前後のガスを計測

して浄化性能を評価するリアクター試験の結果を用

いた。 

 

表 1 モデル作成に用いた反応式 

図 1はリアクター試験の結果で、触媒入口のアンモ

ニアやNO、水などの濃度、入口ガス温度を順次変化

させた過渡状態での出口ガス濃度の変化を示してい

る。実測が△のプロットで、モデルを用いた計算結果

が実線となっている。図に示すとおり、両者よく一致

しており、特に NO の実験値と計算値の相関は 0.98

以上であり、モデルが高い精度で実験結果を表現でき

たことを示している。通常このようなモデルによりガ

ス濃度や温度が変化する過渡状態を精度良く再現す

ることは難易度が高い。本研究でそれができた理由と

して、粉末ベースで反応や吸着などを調査した基礎試

験の結果を生かせたことが挙げられ、化学系、触媒系

の専門家と共同で研究を進めていることが成果につ

ながったものと言える。 

図 1 モデルを用いた計算とリアクター試験によ

る実測値時間履歴の比較 

 

２．２．天然ガスエンジンにおけるノッキング発生メ

カニズムの解明 

天然ガス自動車の燃料は、これまでの多くが圧縮天

然ガス（CNG）であったのに対し、より長距離走行が

可能となる液化天然ガス（LNG）の重量車が市販され

る 5)など、安価でCO2排出の少ない燃料として天然ガ

スが注目されている。本事業では、天然ガスエンジン

における高効率化を目指す際に課題となる異常な圧

力変動をもたらす燃焼（ノッキング）の発生メカニズ

ムの解明について、岡山大学にて軽油着火天然ガスエ

ンジンを用いて研究を進めている。その中で、特にエ

ンジンの破損にもつながるノッキングと、ノッキング

のような圧力振動を起こさない高熱効率を可能とす

る自己着火燃焼（本研究では「PREMIER燃焼」と呼

称）の起こる境界について着目した。 

自己着火火炎拡がり速度の測定結果を分析したも

のを図 2に示す。図の横軸εは自己着火火炎拡がり速

度を、縦軸ξは温度勾配をそれぞれ無次元化した指標

であり、Bradley氏らの研究論文の結果 6)を引用し、

そこに本調査研究で計測した実測結果（ケース 1～4）

をプロットした。実際にノッキングが発生したケース

3及び4はBradley氏らが示したノックが起こるエリ

アにプロットされた。また、同じ自己着火ながらノッ

キングに至らないケース 1、2（PREMIER 燃焼のケ

ース）では同図の通常燃焼のエリアにプロットされ

た。今回の実測結果はBradley氏の研究の結果を支持

するものであり高効率燃焼を阻害するノッキングの

発生メカニズム解明につながる成果と考えている。 

図 2 自己着火火炎拡がり速度と温度勾配の関係 

 

３．令和 4年度より開始する新規テーマについて 

３．１．大型車に適用する走行中ワイヤレス給電 

次世代事業における各種の技術・評価法開発など

は、ほぼ車両単体を対象としたものとして進めてきて

いる。そのような中、車両ではないインフラ側の動き

 

No. Reaction Rate expression Ef [kJ/mol] Eb [kJ/mol]

R1 S1 + NH3 ⇄ S1NH3 kfqs1[NH3]-kbqs1NH3 0 180

R2 Cu + NH3 ⇄ CuNH3 kfqCu[NH3]-kbqCuNH3 0 155

R3 Cu + H2O ⇄ CuH2O kfqCu[H2O]-kbqCuH2O 0 120

R4 2NO + O2 ⇄ NO2 kfqCu[NO][O2]-kbqCu[NO2] 35.3 130

R5 4CuNH3 + 3O2 → 4Cu + 2N2 + 3H2O kfqCuNH3[O2]
0.45 73.2 -

R6 4Cu + 4NH3 + 5O2 → 4Cu + 4NO + 6H2O kfqCu[NH3]
1.2

[O2]
0.33 106 -

R7 4CuNH3 + NO + O2 → 4Cu + 4N2 + 6H2O kfqCuNH3[NO]
0.71

[O2]
0.26 69.5 -

 

 

PREMIER

Knocking

PREMIER

Knocking
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として、国土交通省道路局は将来の走行中ワイヤレス

給電の実用化に向けた技術開発支援を行っており、そ

こでは道路に 20kW クラスのコイルを埋設するもの

が検討されている 7)。そこで本事業では走行中ワイヤ

レス給電について、道路局による技術開発支援に合わ

せて、車両側の技術的検討を行うこととした。 

20kWという数値は、乗用車クラスであれば高速道

路走行を行うことが可能であるのに対し、重量車が高

速道路走行を行うにはその数倍の電力が必要となる。

そこで本調査研究は 5ヶ年計画で、重量車を想定した

複数個の受電コイルを搭載したシステムを用いて、安

全かつ効率よく受電できるシステムを設計、構築する

ことを目指す。その概念図を図 3に示す。その上で事

業後半においては受電効率に加えて、他の金属部品へ

の影響や漏洩電磁界などの評価を行う計画である。本

調査研究は東京理科大学が実施することになってい

る。 

図 3 本事業で構築を目指す走行中ワイヤレス給電 

システムのイメージ 

 

３．２．重量FCVにおける燃費（水素消費量）測定 

FCVの燃費測定について、乗用車等の軽・中量車で

は、国連規則で定める試験法（UNR-154）に規定され

ており、具体的には燃料となる水素を車両外部のボン

ベから供給して、試験サイクル走行前後のボンベ重量

の差分から水素消費量を評価する重量法が主流とな

っている。一方、重量 FCV の燃費測定については国

際的な試験法はなく、国土交通省で検討を進めている

試験法が 2022 年内にも策定される見通しである。

FCV に限らず重量車の燃費評価は、車両を直接走行

させて燃費を測定する軽・中量車とは異なり、事前に

テストベンチにて燃料消費に関する実測データを取

得し、各種車両諸元値などを反映した計算モデルに実

測データを与えて計算するシミュレーション法によ

り行われる。計算精度を高めるため、パワートレーン

の数多くの作動条件で実測データを取得するのが一

般的であるが、水素の場合、ボンベの重量測定による

方法では、非常に手間と時間がかかる。そこで、運用

性を高めるため、燃料電池スタックに供給される水素

流量そのものを測定する流量法を検討することとし

た。2022～2023年度にかけては既存の大型車用シャ

シダイナモ（図 4）において、重量 FCV を評価でき

るよう水素供給設備などの導入を図り、実車両を用い

て流量法による測定や検証を行う予定である。将来的

には FCV を含むハイブリッド機構を有する車両の燃

費評価で用いられる HILS 法あるいはパワートレー

ン法を実施できるテストベンチの導入も視野に入れ

ながら、試験法の精緻化を進めていく予定としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 重量車のシャシダイナモ試験の例 

（車両は過去の次世代事業で開発したディメチル 

エーテル（DME）車） 

 

このようにして得られた知見は、今後国際基準調和

活動の中で重量 FCV の燃費評価方法の検討が行われ

る際に重要になるものである。本調査は交通安全環境

研究所と自動車工業会とで実施していく。 

 

３．３．e-fuel実用化に向けた影響調査 

エネルギー密度の高い軽油などの液体燃料は、とり

わけ長距離用途の多い大型トラックでは当面主流に

なると見込まれる。そのようなカテゴリーの車両で

CO2排出を低減していく手法の一つとして、既排出の

CO2 と再生可能エネルギーで生成される水素を用い

た改質等により生成されるカーボンニュートラルな

液体燃料（e-fuel）の使用が挙げられる。e-fuelに関し

ては次世代事業以外にも多くの調査研究が行われて

いる。それらでは高効率な合成法など燃料生成に関す

るもの以外では、燃料組成が変化することによる着火

特性の変化などをみる基礎的なものと、車両からの排
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出ガスがどのように変化するか、といった実用的なも

のに大別される。本調査では排出ガス性能への影響な

どに加えて各種部材への劣化等の影響を調査してい

くとともに、セタン価や蒸発特性の違いを生かした高

効率燃焼の可能性調査を実施していく予定である。実

施にあたっては交通安全環境研究所と株式会社新エ

ィシーイーが連携をして、前者の影響調査などは主に

交通研が、後者の高効率燃焼などについては主に新エ

ィシーイーが実施していく。 

フィッシャー・トロップシュ（FT）合成は、e-fuelの

製法としても可能性を有することに関して、過去の次

世代事業において、FT 合成により製造された軽油互

換の FTD 燃料を用いた車両の技術開発及び実証試験

（H17～22）を行っている（図 5）。当時の知見を活用し

つつ、現在の基準に適合するエンジンに e-fuelを適用

した場合の課題について検討する。例えば、既存軽油

との混合時や、製法の違いによる成分の変化なども考

慮して、e-fuel の実用化に際して車両側に求められる

指針の策定を目指す。 

図 5 FTD燃料を営業路線バスにて 6ヶ月の実証運行 

 

４． まとめ 

 国土交通省からの受託事業として実施している「産

学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事業」

の現状として、2019 年度より実施している研究テー

マの一部に関する成果と、大型車におけるカーボンニ

ュートラル化をより意識して今年度より新たに 5 ヶ

年かけて実施する予定の 3 テーマについての概要を

紹介した。2019 年開始のテーマについては検討会等

の指導の下順調に進捗しており、2023 年度のとりま

とめに向けて進めていく。また今年度開始のテーマに

ついては、よりカーボンニュートラル化に寄与できる

ものとして鋭意取り組んでいきたい。 

 

５．おわりに 

本事業は委託元である国土交通省自動車局車両基

準・国際課をはじめ、事業内容などを審議いただく検

討会、WGを構成する委員の先生方、個別の調査研究

を実施いただいている企業、大学の研究者各位の協力

と献身の上に成り立っていることを明記し、謝意を表

する。 
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⑤ 鉄道における自動運転の安全性評価に向けた 

運転業務の見える化に関する取組 
 

交通システム研究部   ※工藤 希、望月 駿登、押立 貴志 

 

１．はじめに 

鉄道を含む軌道交通の分野では、人等が容易に立ち

入れない構造となっている新交通システムにおいて

自動運転が行われてきた。しかし、近年、少子高齢化

に伴う労働力不足等に対応するため、踏切道がある等

の一般的な路線においても運転士の乗務しない自動

運転の導入が検討されている。踏切道がある等の一般

的な路線で自動運転を行う場合、これまで運転士が行

なっていた業務を他の係員やシステムに行わせる必

要がある。本稿では、安全性評価の観点から、運転士

が行っていた業務を一覧にし、自動運転においてシス

テムが代行する必要のある項目と代行する際の課題

を抽出した結果を報告する。 

 

２．鉄道の自動運転に関する動向 

運転士の乗務しない自動運転を導入するため、 踏

切道がある等の一般的な路線を対象とし、平成 30 年

度から令和 3年度にかけて国土交通省において「鉄道

における自動運転技術検討会」1)が開催され、自動運

転に関する技術的要件の検討が行われた。検討会で

は、国際電気標準会議(International Electrotechnical 

Commission)発行の国際規格 IEC 62267 (自動運転都

市内軌道旅客輸送システム)を参考に自動化レベル

(GoA: Grade of Automation)をGoA0(目視運転)から

GoA4(無人運転)まで定義し、GoA2.5、GoA3 及び

GoA4における技術的な要件について検討された。 

また、各鉄道事業者においても、自動運転の検討が

進められている状況である（表１）。 

表１ 鉄道の一般的な路線における 

自動運転の検討動向 

鉄道事業者 動向 

九州旅客鉄道 2) GoA2.5の実証実験(香椎線) 

南海電鉄 3) GoA2.5の実証実験予定(和歌山港線) 

東日本旅客鉄道 4) 将来のドライバレス運転目指した実

証実験(山手線) 

東武鉄道 5) GoA3を目指した検討を開始(大師線) 

３．運転業務の見える化 

３．１．検討の目的 

踏切道がある等の一般的な路線において、システ

ムによる自動運転を行う場合、経済的な観点から、従

来の設備をできるだけ活用することが考えられてい

る。しかしながら従来のシステムは、列車に運行の責

任を担う動力車操縦者運転免許を保有する運転士が

運転することを前提に製作され、運用されている。 

装置の安全性評価を行う際、RAMS6)の概念から考

えると、従来の装置と、装置が自動運転をする場合の

装置では、装置が稼働する前提や機能が異なるため、

装置を改修する場合には変更が必要なフェーズに立

ち返る必要がある。そこで本稿では、既存の一般的な

路線を自動運転のために改修する場合の安全性評価

手法の検討の一環として、従来運転士が行っている業

務をリスト化し、それらをシステムが代行する場合に

起こりえる課題を抽出した。 

３．２．検討の前提 

前述の検討会において議論された、以下の内容を本

検討の前提とする。 

・ 鉄道の安全は、鉄道専用敷地内は立入禁止とする

法的措置のもと、線路内への人等の立入及び自動

車の侵入に対する安全・安定輸送の確保は、列車運

転士の前方視認力のみに頼っているものではな

い。 

・ 自動運転、手動運転にかかわらず、鉄道利用者、踏

切道通行者、鉄道沿線住民等の遵法行動や自制的

行動によることが一般原則であり、鉄道利用者等

の理解と協力が不可欠である。鉄道事業者におい

ては、線路内への立入防止柵や自動車用防護柵の

設置、気笛吹鳴、列車を停止させるブレーキ操作等

により、事故防止や被害軽減に最善を尽くしてい

る実態がある。 

・ 自動運転での対応にあたっては、コスト負担を含

めて合理的で実行可能な技術の導入を検討すべき

である。 
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３．３．対象とする自動化レベル 

本検討では、GoA2.5を対象とした。GoA2.5は列車

の先頭車両の最前部の運転台に緊急停止操作等を行

う係員（いわゆるGoA2.5係員）が乗務する。GoA2.5

係員は動力車操縦者運転免許を保有している必要は

なく、何かあった場合に非常停止操作のみを行い、減

速をして様子を見る等の運転操作は行えないものと

した。 

３．４．整理結果 

運転士の動作を資料 7,8)から抽出した。その際、時間

軸によらずシステム全体に関わるもの、出庫時、駅停

車時、駅から進出時、走行中、駅進入時、及び異常事

態の 7つに分けて分類した。また、現在のGoA2（半

自動運転、ATO(Automatic Train Operation: 自動列車運

転装置)による支援のもと運転士が運転）との違いに

注目して整理を行った。以下に結果を示す。 

・ 従来の GoA2 で実施している運転曲線に沿った運

転は、GoA2.5においても装置で実施可能である。 

・ GoA2.5係員、その他係員又は装置が代行できる作

業として、出庫点検、ホームの安全確認、特殊信号

発光機、及び沿線作業員の待避状況の確認、警笛の

吹鳴、緊急停止操作、並びに駅や指令との連絡等が

あると整理した。これらの作業については、係員や

装置がどの機能を担うのか予め定義し、必要に応

じて装置の設計をし直す必要がある。また、GoA2.5

係員では前方支障物、車両及び沿線の異常等の異

常事態には対応できるが、それ以外の機器異常等

に対しては、装置の信頼性を上げ、故障しにくくす

る、地上設備を利用する、及びGoA2.5係員に相応

の教育を受けさせる等の対策を併用して総合的に

対処できるようにする必要がある。 

・ 運転士が実施しているもので、GoA2.5係員及び装

置だけで完全に代行が難しい作業として、縮退運

転、臨時速度制限及び徐行運転が考えられる。これ

らについては、係員と装置では対応できない場合

が何で、どう扱うかについて予めルールを定めて

おく必要がある。同様に、非常停止操作後の復帰作

業についても、運転士を派遣する等、運行にかかる

ルールを明確に整理しておく必要がある。 

・ GoA2.5係員は緊急停止操作しか行えないため、前

方支障物かもしれないので少し減速して様子を見

る、エアセクションで停止しないようにブレーキ

を加減する等の操縦作業は行えないことに留意が

必要である。 

 

４．おわりに 

 踏切道がある等の一般的な路線を、従来の運転士に

よる運転からシステムによる自動運転へ変更するこ

とを想定した場合、これまで運転士がいることを前提

に製作・運用されてきた装置をそのまま用いることは

難しい。そこで本研究では、装置に求められる仕様の

違いを検討するため従来の運転士の業務を整理した。

その結果、支障物等の外乱や車両の異常等の異常事態

及び臨時速度制限等への対応、非常停止しか行えない

ことや非常停止操作後の復帰作業にかかる対応が従

来と異なることを整理した。安全性評価を行う際に

は、これらについて対処方針やルールを予め定めた上

で装置の安全性評価を行う必要があると考えられる。 

 今後は、運転業務についてより詳細な検討を進める

とともに、一般的な路線に自動運転を導入する際の安

全性評価手法について検討を行っていく予定である。 
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⑥ 鉄道における自動運転の検討状況を踏まえた 

安全性評価の方向性について 
 

交通システム研究部 ※工藤 希  押立 貴志 

 

１．はじめに 

鉄道における運転士の乗務しない自動運転は、新交

通やモノレールの自動運転システムで実現されてい

る。鉄道事業者においては運転士の確保、養成など、

係員不足が深刻な問題となっており、鉄道事業を維持

するために、運転士の乗務しない自動運転の導入が求

められている。このため、人や自動車が軌道を横切る 

踏切道がある等の一般的な路線を対象とし、安全性や

利便性の維持・向上を図るための技術的要件を検討す

ることを目的に国土交通省において「鉄道における自

動運転技術検討会」が開催され、今般、2022 年 9 月

13 日にとりまとめが公表 1)された。この検討会は、学

識経験者、関係鉄道事業者、研究機関及び鉄道局で構

成され、交通安全環境研究所も、委員及び幹事として

参画してきた。本稿では、とりまとめの要点を述べる

とともに、実路線における自動運転の検討にあたり必

要とされる安全性評価の課題について検討した結果

を報告する。 

 

２．検討会とりまとめの要点 

２．１．自動化レベルに応じた検討 

自動運転では、従来の安全性と同等以上（既存線区

の場合は当該線区、新規線区の場合は周辺環境との分

離等の条件が同等の線区）の性能を確保することとさ

れており、表１のとおり自動化レベルが設定された。 

表１ 自動化レベル（GoA: Grade of Automation） 

自動化レベル 内容 

GoA2.5 列車の先頭車両の最前部の運転台に緊急停

止操作等を行う係員が乗務する 

GoA3 列車の前頭には係員が乗務する必要がない 

GoA4 係員が乗務する必要がない（無人運転） 

 

２．２．自動運転の導入を進める上での基本事項 

鉄道は列車相互の衝突を防ぐ信号装置や仕組みに

より安全を保っている。一方、鉄道専用敷地内は立入

禁止とする法的措置のもと、線路内への人等の立入及

び自動車の侵入に対する安全・安定輸送の確保は、列

車運転士の前方視認力のみに頼っているものではな

い。線路内への人立入等の突発的な事象については、

自動運転、手動運転に関わらず、鉄道利用者、踏切道

通行者、鉄道沿線住民等の遵法行動や自制的行動によ

ることが一般原則であり、鉄道利用者等の理解と協力

が不可欠である。鉄道事業者においては、線路内への

立入防止柵や自動車用防護柵の設置、気笛吹鳴、列車

を停止させるブレーキ操作等により事故防止や被害

軽減に最善を尽くしている実態があり、自動運転での

対応にあたっては、コスト負担を含めて合理的で実行

可能な技術の導入を検討すべきであるとされている。 

 

２．３．GoA2.5の留意事項 

GoA2.5 はシステムの機能レベル等に応じて、表２

の３タイプが例示された。先頭車両に乗務する

GoA2.5 係員は動力車操縦者運転免許を有しないた

め、GoA2.5 係員は操縦ができず、装置操縦となる。

線路内支障物の対応は、現行の手動運転と同様に

GoA2.5 係員が対応できるが、自動運転であるため列

車防護は自動化が基本となる。従来の自動運転は連続

情報伝送の ATC（Automatic Train Control: 自動列

車制御装置）設置の場合に限っていたが、ATO

（Automatic Train Operation: 自動列車運転装置）の

高機能化などにより、地点情報伝送のパターン制御式

ATS（Automatic Train Stop: 自動列車停止装置）の

場合も自動運転が可能である。 

表２ GoA2.5 のタイプ分け 

タイプ システム概要 

タイプ A GoA4、GoA3のシステム（例：無人の自動運転シ

ステム）をベースとするもの 

タイプ B GoA2のシステム（例：有人の自動運転支援シス

テムの地下鉄）をベースとするもの 

タイプ C パターン制御式 ATS（点送受信）と高機能 ATOと

で構成するシステム（例：手動運転の地方線区）

をベースとするもの 

 

２．４．GoA3、GoA4の留意事項 

 一般的な路線における GoA3、GoA4 では、路線の

状況等に応じ表３のとおり４タイプが例示された。

装置の性能や路線の状況を踏まえた総合的な判断(表
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４の措置等の組合せ）により、従来の一般的な路線

での安全性と同等以上の性能を確保するとされた。 

 既存のバリアフリー用ホーム可動柵が活用でき、

またホームドア・可動式ホーム柵の設置を必須要件

としない。また、前方監視にカメラ・センサを活用

することについては、鉄道は運転士に線路内支障物

を発見させる法的義務付けがなく、運転士による行

為を客観的に評価することはできないため、運転士

の視認能力の評価から車上カメラ・センサの性能を

正確に導くことは困難とされた。 

表３ GoA3、GoA4のタイプ分け 

タイプ 路線の状況等 

路線 1 踏切道がある等の一般的な路線（最高速度 120km/h

程度） 

路線 2 新交通等自動運転システムと同様の完全立体交差

路線（最高速度 70km/h程度、高速走行を前提とし

た設備構造や運行開始前の安全確認を行う場合は

当該速度以上も可能） 

路線 3 道路近接がない準立体交差化路線（ホームドア又

は可動式ホーム柵無し、最高速度 70km/h程度） 

路線 4 踏切道がある等の一般的な路線（最高速度 40km/h

程度（車両のカメラ・センサの検知距離内で停止

できる速度）） 

表４ 組合せ措置内容の例 

項目 措置 

①ホーム・踏切道部分以

外 

立入防止柵や自動車用防護柵、積荷

転落防止柵、監視カメラ等 

②列車前方支障物への

対応 

車両のカメラ・センサによる検知、

支障物衝撃検知装置等 

③踏切道部分 踏切障害物検知装置、支障報知ボタ

ン等 

④ホーム部分 ホームドア又は可動式ホーム柵、非

常停止装置等 

⑤脱線・衝突への対応 脱線検知装置、限界支障報知装置等 

⑥車内の異常時対応 指令通報装置、非常停止装置等 

 

２．５．その他の主要事項 

2.5.1.部内要因リスク低減 

運転士が行ってきた各種の安全確認、列車の状態監

視等の鉄道部内要因に係わるリスク管理については、

システム等で代替が難しい領域については、そもそも

のリスク事象の発生を低減することとされた。 

2.5.2.センサ類の新たな使用方法 

リスク低減のためのセンサ技術等は、バックアップ

装置としてや、低速域での使用等、センサ性能や特性

が発揮できる使用方法も検討していくこととされた。 

2.5.3.実証試験による技術確立 

鉄道事業者の実路線において実証試験を実施し、詳

細に分析、評価して、必要に応じ改善を図り、実路線

での最適な自動運転のシステムを確立していくこと

が適切であるとされた。 

2.5.4.社会的認知の重要性 

鉄道利用者等の遵法行動や自制的行動を前提に、自

動運転導入時の鉄道の安全、安定輸送を確保すること

ができることの社会的な認知が必要であるとされた。 

 

３．今後の安全性評価について 

今回のとりまとめは、既存のシステムを活用した自

動運転への道を開くものに繋がっており、総合的な判

断での評価や、リスク低減の評価については、以下の

ような課題がある。 

① RAMS などの機能安全規格は、閉じた運用環境

を前提に適用され、踏切道での通行者やホームでの旅

客の不安全行動は、人間行動を数値化できないため適

用が困難である。装置故障とは言えない安全性能の限

界外の事象や、曖昧性の大きな情報などの、開いた運

用環境を対象としたリスク低減のプロセスを評価す

る方法の検討が必要となる。 

② 装置故障の疑いがある場合や、フェイルセーフ特

性による安全側停止が行われた場合に、従来は、運転

士の操作により運転再開の処置を行っていたが、

GoA2.5 係員などの無資格添乗員では処置させる内容

には限界がある。また、既存のシステムは責任者であ

る運転士が臨機に対処する前提でシステム設計され

ていたが、自動運転では運転士はおらず装置保安・装

置運転となり、既存システムを活用する場合には、設

計の前提が異なるため、鉄道運行の現実に照らしてシ

ステムの役割、機能分担を見直すことが必要となる。 

 

４．おわりに 

本稿では、「鉄道における自動運転技術検討会」のと

りまとめの要点と今後の安全性評価の課題について

述べた。今後は鉄道特性を踏まえた自動運転の安全性

評価のあり方の検討を進め、その結果を用いて自動運

転を導入する鉄道事業者等のシステムの機能分担の

検討や、試験、システムの最適化など新たな課題等に

対して、技術検討の支援などを行っていきたい。 
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